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令和６年４月１８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官  

令和５年（ワ）第７０５５９号 著作権侵害損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 令和６年２月８日 

判       決 

       原       告        Ａ     5 

       被       告         株 式 会 社 朝 日 新 聞 出 版 

       同代表者代表取締役        市   村   友   一 

        同訴訟代理人弁護士        近   藤   卓   史 

                        秋   山       淳 

主       文 10 

１ 原告の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   被告は、原告に対し、１０万円を支払え。 15 

第２ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

ジャーナリストである原告は、別紙著作物対比表「原告記述」欄記載の各記述

（以下、符号の順に「原告記述１」、「原告記述２」といい、併せて「原告各記

述」という。）の著作権を保有し、出版物の発行及び販売を業とする被告は、上20 

記対比表「被告記述」欄記載の各記述（以下、符号の順に「被告記述１」、「被

告記述２」といい、併せて「被告各記述」という。）を記載する雑誌及び書籍を

発行又は販売した。 

本件は、原告が、被告各記述の発行及び販売は、原告各記述の著作権（複製権、

翻案権）及び著作者人格権（同一性保持権、氏名表示権）を侵害すると主張する25 

とともに、仮に、上記著作権侵害が成立しない場合であっても、①被告各記述は
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原告各記述のデッドコピーであり、②被告各記述には原告の氏名が表示されず、

③被告各記述に関する社内調査の結果を原告に説明していないため、これらの行

為がいずれも不法行為に該当すると主張して、被告に対し、不法行為に基づく損

害賠償請求として、慰謝料１０万円の支払を求める事案である。 

 ２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲の各証拠及び弁論の全趣旨に5 

より容易に認められる事実をいう。なお、証拠を摘示する場合には、特に記載の

ない限り、枝番を含むものとする。） 

    当事者 

ア 原告は、ジャーナリストとして活動している者であり、下記⑵の記事及び

ルポについての著作権を有する（甲１、２、弁論の全趣旨）。 10 

イ 被告は、出版物、その他印刷物の企画、制作、発行及び販売の事業等を業

とする株式会社である（弁論の全趣旨）。 

  ⑵ 原告の著作物 

    原告は、次に掲げる記事又はルポの執筆者として、その著作権を有している

（甲１、２、弁論の全趣旨）。 15 

   ア 記事（以下「本件記事」という。） 

「奨学金「取り立て」ビジネスの残酷－「借金漬け」にして暴利貪る」（平

成２４年４月に選択出版株式会社から発行された雑誌「選択」に掲載） 

   イ ルポ（以下「本件ルポ」という。） 

     「若者の借金奴隷化をたくらむ「日本学生支援機構」－延滞金を膨らませ20 

て骨までしゃぶる“奨学金”商法」（平成２５年１０月にあけび書房株式会

社から発行された書籍「日本の奨学金はこれでいいのか！」に収録） 

   ウ 原告各記述 

     本件記事には、別紙著作物対比表１Ａ及び１Ｂの「原告記述」欄記載の

各記述（原告記述１）が存在する。 25 

     本件ルポには、著作物対比表２Ａないし２Ｇの「原告記述」欄記載の各
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記述（原告記述２）が存在する。 

   ⑶ 被告による雑誌の販売及びその内容 

    ア 株式会社朝日新聞社（以下「朝日新聞社」という。）は、平成２６年１１

月に、雑誌「Ｊｏｕｒｎａｌｉｓｍ」第２９４巻（以下「本件雑誌」という。）

を発行し、被告は、これを販売した。 5 

     イ 本件雑誌には、当時中京大学国際教養学部教授であったＢが執筆した「奨

学金返済の重荷と雇用劣化が中間層解体と人口減を深刻化する」という題名

の記事が掲載されている。 

    ウ 上記記事には、別紙著作物対比表１Ａ及び１Ｂの「被告記述」欄記載の各

記述（被告記述１）が存在する。 10 

     （以上につき、甲３、乙４、弁論の全趣旨） 

   ⑷ 被告による書籍の発行及びその内容 

    ア 被告は、平成２９年２月、Ｂを著者とする「奨学金が日本を滅ぼす」とい

う題名の書籍（以下「本件書籍」という。）を発行した。 

    イ 本件書籍には、別紙著作物対比表２Ａないし２Ｇの「被告記述」欄記載の15 

各記述（被告記述２）が存在する。 

     （以上につき、甲４、弁論の全趣旨） 

    ⑸ 前訴の経緯 

    ア 原告は、令和３年、被告各記述が原告各記述に係る原告の著作権（複製権

又は翻案権）及び著作者人格権（氏名表示権、同一性保持権）を侵害するな20 

どと主張して、東京地方裁判所に対し、Ｂを被告とする損害賠償請求訴訟を

提起したものの（当庁令和３年（ワ）第１０９８７号）、同裁判所は、令和

４年２月２４日、被告各記述と原告各記述が共通する部分には著作物性がな

いなどとして原告の請求をいずれも棄却する旨の判決をした（乙１）。 

    イ これに対し、原告は、上記判決に対し控訴を提起したものの（令和４年（ネ）25 

第１００３５号）、知的財産高等裁判所は、令和４年８月３１日、同控訴を
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棄却する旨の判決をした（乙２）。 

    ウ 原告は、上記判決に対し、上告の提起及び上告受理の申立てをしたものの

（令和４年（オ）第１７６８号、同年（受）第２２０９号）、最高裁判所は、

令和５年２月１７日、同上告を棄却するとともに、同申立てにつき上告審と

して受理をしない旨の決定をした（乙３）。 5 

  ３ 争点 

   ⑴ 著作権及び著作者人格権の侵害の成否（争点１） 

   ⑵ デッドコピーによる不法行為の成否(争点２) 

   ⑶ 氏名不表示による不法行為の成否（争点３） 

   ⑷ 社内調査結果の不説明による不法行為の成否（争点４） 10 

   ⑸ 損害（争点５） 

 ４ 争点に対する当事者の主張 

   なお、争点整理の結果、被告の主張は、別紙著作物対比表「被告の主張」欄に

も、まとめて記載されている。 

  ⑴ 著作権及び著作者人格権の侵害の成否（争点１） 15 

   （原告の主張） 

   ア 被告記述１と原告記述１を比べると、文章の構成や用語、客観的事実の取

捨選択や配列がほぼ同一であり、通常の雑誌編集等の作業において、一見し

て盗用・剽窃又は引用ではないかと注意を喚起する程度に似ており、被告記

述１からは、原告記述１の表現形式上の本質的な特徴を直接感得することが20 

できる。 

   イ また、被告記述２と原告記述２を比べると、文章の構成はほぼ同一であり、

用語、客観的事実の取捨選択や配列も極めて似ており、ほぼ同じ文章も複数

存在する。このように、通常の雑誌編集等の作業において、一見して盗用・

剽窃又は引用ではないかと注意を喚起する程度に似ており、被告記述２から25 

は、原告記述２の表現形式上の本質的な特徴を直接感得することができる。 
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   ウ したがって、被告各記述は、原告各記述を複製又は翻案したものであり、

原告の複製権・翻案権を侵害するものであるとともに、同一性保持権及び氏

名表示権を侵害するものである。 

   （被告の主張） 

    原告記述１と被告記述１との間、及び、原告記述２と被告記述２との間にお5 

いて、それぞれ、文章の構成や用いる表現、記載された客観的事実などに類似

点があることは認めるものの、被告各記述は、原告各記述の複製又は翻案には

当たらない。 

    すなわち、著作権法は、思想又は感情の創作的な表現を保護するものである

から（著作権法２条１項１号）、既存の著作物に依拠して創作された著作物が10 

思想、感情若しくはアイデア、事実若しくは事件など表現それ自体でない部分

又は表現上の創作性がない部分において、既存の著作物と同一性を有するにす

ぎない場合には、複製にも翻案にも当たらないものと解されている（最高裁判

所平成１３年６月２８日第一小法廷判決・民集５５巻４号８３７頁参照）。 

したがって、複製又は翻案に該当するためには、既存の著作物とこれに依拠15 

して創作された著作物との同一性を有する部分が、著作権法による保護の対象

となる思想又は感情を創作的に表現したものであることが必要であるところ

（著作権法２条１項１号）、文章自体がごく短く又は表現上制約があるため他

の表現が想定できない場合や、表現が平凡かつありふれたものである場合には、

筆者の個性が表現されたものとはいえないから、創作的な表現であるというこ20 

とはできない。 

そして、別紙著作物対比表「被告の主張」欄記載のとおり、原告各記述及び

被告各記述は、文章の分量が短く簡潔で、表現も特徴がなく、ありふれたもの

として、表現上の創作性が認められない部分において同一性を有するにすぎな

いから、被告各記述が原告各記述の複製又は翻案に当たるとはいえない。 25 

  ⑵ デッドコピーによる不法行為の成否（争点２） 
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   （原告の主張） 

    仮に原告各記述に著作物性が認められないとしても、被告記述１は原告記

述１と、被告記述２は原告記述２と、いずれもほぼ同一であり、いわゆるデ

ッドコピーに当たるから、原告に対する不法行為を構成する。 

 （被告の主張） 5 

    争う。 

⑶ 氏名不表示による不法行為の成否（争点３） 

   （原告の主張） 

    被告記述２が原告記述２に依拠して作成されたことは、文書の構成や使用

されたデータ、文言の類似の程度から明らかであるが、本件書籍のどこにも10 

原告の氏名が表示されておらず、あたかも著者であるＢの完全なオリジナル

の文章であるかのような体裁となっている。 

    仮に原告記述２に著作物性がなかったとしても、これは書籍の編集や出版

業界の社会通念に照らして著しく非常識な行為であり、不法行為を構成する。 

   （被告の主張） 15 

    争う。原告記述２に著作物性がないにもかかわらず、本件書籍に原告の氏

名を表示する義務などはない。 

  ⑷ 社内調査結果の不説明による不法行為の成否（争点４） 

   （原告の主張） 

 原告は、令和２年７月２０日頃、原告記述２と被告記述２が類似している件20 

について、被告に対して電子メールで事情説明を求めた。これに対して、被告

の社員から、調査の上回答する旨返事があった（甲９）。これらの回答状況か

ら、原告は、本件書籍の作成経緯や本件書籍に原告の著作物に類似した表現が

存在した事情に加え、それに対する被告の意見について、被告から説明がある

ことを期待していた。しかしながら、その後、被告は、原告に対し、原告とＢ25 

との間で紛争が発生していることを理由に本件書籍を出庫停止にしたなどと
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することを通知したのみで、およそ説明に値するものではなかった。 

 また、原告は、令和２年９月下旬、原告記述１と被告記述１が類似している

件について、被告に対して電子メールで事情説明を求めた。これに対して、被

告社員から、調査の上回答する旨返事があった（甲１０）。これらの回答状況

から、原告は、本件雑誌の作成経緯や本件雑誌に原告の著作物に類似した表現5 

が存在した事情に加え、それに対する被告の意見について、被告から丁寧な説

明があることを期待していたものの、被告が原告に対し、調査結果を説明する

ことはなかった。 

 しかしながら、書籍や雑誌の編集、出版業界の社会通念に照らして、被告各

記述の類似状況をみれば、原著者（原告）から説明を求められるのは当然であ10 

り、被告社員も説明する旨約束しているにもかかわらず、それを履行しなかっ

たことは、社会通念に照らして著しく不適当であり、不法行為を構成する。 

（被告の主張） 

 被告は、原告からの問い合わせに対し、書籍を出庫停止にすること等をその

理由とともに回答しているところ（甲５）、被告には原告が主張するような説15 

明をすべき法的義務はないから、被告の対応が不法行為を構成する余地はない。 

 なお、原告は、原告記述１と被告記述１が類似している件についても被告に

事情説明を求めた旨主張しているものの、本件雑誌を発行したのは朝日新聞社

であり、原告が実際に問い合わせをしたのも同社であって、被告ではない。 

⑸ 損害（争点５） 20 

   （原告の主張） 

 被告による原告の著作権（複製権又は翻案権）侵害及びその他の各不法行為

により原告が被った損害の額は、５万円を下らない。また、被告による著作者

人格権（同一性保持権又は氏名表示権）侵害及びその他の各不法行為により原

告が被った精神的苦痛に対する慰謝料の額は、５万円を下らない。  25 

   （被告の主張） 
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    争う。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（著作権及び著作者人格権の侵害の成否） 

⑴ 著作権法は、思想又は感情の創作的な表現を保護するものであるから（同法

２条１項１号参照）、既存の著作物に依拠して作成又は創作された著作物が、5 

思想、感情若しくはアイデア、事実若しくは事件など表現それ自体でない部分

又は表現上の創作性がない部分において、既存の著作物と同一性を有するにす

ぎない場合には、複製にも翻案にも当たらないというべきである（最高裁判所

平成１１年（受）第９２２号同１３年６月２８日第１小法廷判決・民集５５巻

４号８３７頁参照）。これを本件についてみると、思想、アイデア、事実又は10 

事件など、表現それ自体でない部分又は表現上の創作性を認めることはできな

い部分において、被告各記述は原告各記述と同一性を有するにすぎないため、

被告各記述の発行又は販売は、複製にも翻案にも当たらないものと認めるのが

相当である。その理由は、次のとおりである。 

    ⑵ 原告記述１及び被告記述１ 15 

     ア 原告記述１Ａ及び被告記述１Ａ 

       原告記述１Ａ及び被告記述１Ａは、いずれも、①原資の確保に当たっては

元本の回収が何より重要であること、②他方で、日本学生支援機構は、２０

００４年以降、回収金はまず延滞金と利息に充当するという方針を採用して

いること、③同機構の２０１０年度の利息収入は２３２億円、延滞金収入は20 

３７億円に達し、これらの金が経常収益に計上され、原資とは無関係のとこ

ろに充てられていること、以上の内容を上記の順で記載している点において

共通している。 

       しかしながら、上記①は、原資の確保には元本の回収が重要であるという、

奨学金事業に関する筆者の考察を示すものであり、それ自体、思想又はアイ25 

デアに属するものであり、具体的な表現方法もごくありふれたものであるこ
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とからすれば、思想、アイデアなど表現それ自体でない部分又は一般的であ

りふれた表現であり、表現上の創作性を認めることはできない。 

また、上記②及び③は、日本学生支援機構における回収金の充当方法や利

息・延滞金収入の額という客観的な事実を簡潔に指摘するものにすぎず、具

体的な表現方法もごくありふれたものであることからすれば、事実又は事件5 

など表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現であり、表現上の

創作性を認めることはできない。そして、上記①ないし③の順に記述すると

いう順序もごく一般的なものであり、表現上の創作性がないことは、上記と

同様である。 

   イ 原告記述１Ｂ及び被告記述１Ｂ 10 

       原告記述１Ｂ及び被告記述１Ｂは、いずれも、①回収された金の行き先の

一つが銀行であり、もう一つがサービサーであること、②２０１０年度期末

において、民間銀行からの貸付残高は約１兆円であり、年間の利払額は２３

億円であること、③サービサーについては、同年度に約５万５０００件を日

立キャピタル債権回収など２社に委託し、１６億７０００万円を回収し、そ15 

のうち１億０４００万円が手数料として支払われていること、以上の内容を

上記の順で記載している点において共通していることが認められる。 

       しかしながら、上記①ないし③は、いずれも日本学生支援機構における奨

学金の回収状況に関する客観的な事実を簡潔に紹介するものにすぎず、具体

的な表現方法もごくありふれたものであることからすれば、事実又は事件な20 

ど表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現であり、表現上の創

作性を認めることはできない。そして、上記①ないし③の順に記述するとい

う順序もごく一般的なものであり、表現上の創作性がないことは、上記と同

様である。 

     ウ 原告の主張に対する判断 25 

     原告は、被告記述１及び原告記述１を細切れに分割して対比すべきではな



 10 

く、全体として対比すべきである旨主張する。 

     しかしながら、原告の主張を改めて検討しても、上記において説示したと

おり、被告記述１と原告記述１の同一性を有する部分は、全体としてみても、

客観的事実とこれに対する考察からなるものであって、著作権法の観点から

すれば、事実又は事件など表現それ自体でない部分又はありふれた表現であ5 

るというほかなく、表現上の創作性を認めることはできない。 

     その他に、原告の主張を改めて精査しても、原告の主張は、いずれも前記

判断を左右するものとはいえない。したがって、原告の主張は、いずれも採

用することができない。 

     ⑶ 原告記述２及び被告記述２について 10 

     ア 原告記述２Ａ及び被告記述２Ａ 

       原告記述２Ａ及び被告記述２Ａは、①日本学生支援機構の会計資料によれ

ば、２０１０年度の利息収入は２３２億円、同年度の延滞金収入は３７億円

であること、②延滞金収入は増加傾向にあること、以上の内容を上記の順で

記載している点において共通しているといえる。 15 

       しかしながら、上記①は、日本学生機構の会計資料に記載された２０１０

年度の利息収入及び延滞金収入の額という客観的な事実を簡潔に指摘する

ものであり、上記②も、日本学生機構の会計資料に記載された延滞金収入の

額が増加しているという客観的な事実を簡潔に紹介するものにすぎず、具体

的な表現方法もごくありふれたものにすぎない。そうすると、上記①及び②20 

は、事実又は事件など表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現

であり、表現上の創作性を認めることはできない。そして、上記①及び②の

順に記述するという順序もごく一般的なものであり、表現上の創作性がない

ことは、上記と同様である。 

     イ 原告記述２Ｂ及び被告記述２Ｂ 25 

       原告記述２Ｂ及び被告記述２Ｂは、①利息及び延滞金で年間数百億円の収
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入があること、②日本学生支援機構によれば、そのお金の行き先は「経常収

益」つまり「儲け」に計上されていること、③延滞金をどれだけ回収しても

奨学金の「原資」にはならないこと、以上の内容を以上の順で記載している

点において共通している。 

       しかしながら、上記①及び②は、いずれも、日本学生支援機構の収支状況5 

という客観的な事実を簡潔に指摘するものにすぎず、具体的な表現方法もご

くありふれたものであることからすれば、事実又は事件など表現それ自体で

ない部分又は一般的でありふれた表現であり、表現上の創作性を認めること

はできない。また、上記③は、①及び②にいう客観的な事実から導かれる一

般的な考察にすぎず、それ自体、思想又はアイデアに属するものであり、具10 

体的な表現方法もごくありふれたものであることからすれば、思想、アイデ

アなど表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現であり、表現上

の創作性を認めることはできない。そして、上記①ないし③の順に記述する

という順序もごく一般的なものであり、表現上の創作性がないことは、上記

と同様である。 15 

     ウ 原告記述２Ｃ及び被告記述２Ｃについて 

       原告記述２Ｃ及び被告記述２Ｃは、①延滞金の回収に固執すれば原資の回

収が遅れるが、それは回収金をまず延滞金と利息に充当するという方針を実

行しているからであること、②原資を確保したいのであれば、元金から回収

する必要があること、以上の内容を上記の順に記載している点において共通20 

している。 

       しかしながら、上記①は、日本学生支援機構における回収金の充当方法と

いう客観的な事実に基づく一般的な考察にすぎず、それ自体、思想又はアイ

デアに属するものであり、具体的な表現方法もごくありふれたものであるこ

とからすれば、思想、アイデア、事実又は事件など、表現それ自体でない部25 

分又は一般的でありふれた表現であり、表現上の創作性を認めることはでき
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ない。また、上記②も、奨学金事業に関する一般的な考察を記載したものに

すぎず、具体的な表現方法もごくありふれたものであることからすれば、思

想、アイデアなど表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現であ

り、表現上の創作性を認めることはできない。そして、上記①及び②の順に

記述するという順序もごく一般的なものであり、表現上の創作性がないこと5 

は、上記と同様である。 

     エ 原告記述２Ｄ及び被告記述２Ｄについて 

       原告記述２Ｄ及び被告記述２Ｄは、日本学生支援機構が「それ」、すなわ

ち元金からの回収を行わないのは、同機構において「利益」こそが回収強化

の狙いであることを記載している点において共通している。 10 

       しかしながら、同記載は、奨学金事業に関する日本学生支援機構の方針に

ついての一般的な考察にすぎず、思想又はアイデアに属するものであり、具

体的な表現方法もごくありふれたものであることからすれば、思想、アイデ

アなど表現それ自体でない部分又は一般的でありふれた表現であり、表現上

の創作性を認めることはできない。 15 

     オ 原告記述２Ｅ及び被告記述２Ｅについて 

       原告記述２Ｅ及び被告記述２Ｅは、①数百億円の延滞金と利息収入のうち、

利息の大半は財政融資基金という政府から借りたお金の利払いに充てられ

ること、②もう一つのお金の行き先が、銀行とサービサーであること、以上

の内容を上記の順序で記載している点において共通している。 20 

       しかしながら、上記①及び②は、いずれも、日本学生支援機構の延滞金や

利息収入がその後どのような使途に当てられるかという客観的な事実を簡

潔に指摘するものにすぎず、具体的な表現方法もごくありふれたものである

ことからすれば、事実又は事件など表現それ自体でない部分又は一般的であ

りふれた表現であり、表現上の創作性を認めることはできない。そして、上25 

記①及び②の順に記述するという順序もごく一般的なものであり、表現上の
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創作性がないことは、上記と同様である。 

     カ 原告記述２Ｆ及び被告記述２Ｆ 

       原告記述２Ｆ及び被告記述２Ｆについては、そもそも表現上の共通点が存

在するものと認めることはできない。 

     キ 原告記述２Ｇ及び被告記述２Ｇ 5 

       原告記述２Ｇ及び被告記述２Ｇについては、そもそも表現上の共通点が存

在するものと認めることはできない。仮に、原告主張の立場を採用したとし

ても、日立キャピタル債権回収株式会社が２１億９５４５万３０８１円を回

収し、１億７８２６万円を手数料として受領したという客観的な事実を一般

的でありふれた表現で記述する点において共通するものにすぎず、これに表10 

現上の創作性を認めることはできない。 

      ク  原告の主張に対する判断 

原告は、被告記述２及び原告記述２を細切れに分割して対比すべきではな

く、全体として対比すべきである旨主張する。 

     しかしながら、前記⑵ウで説示したところと同様に、原告の主張を改めて15 

検討しても、被告記述２と原告記述２の同一性を有する部分は、全体として

みても、客観的事実とこれに対する考察からなるものであって、著作権法の

観点からすれば、思想、アイデア、事実又は事件など表現それ自体でない部

分又はありふれた表現であるというほかなく、表現上の創作性を認めること

はできない。 20 

     その他に、原告の主張を改めて精査しても、原告の主張は、いずれも前記

判断を左右するものとはいえない。したがって、原告の主張は、いずれも採

用することができない。 

    ⑷ まとめ 

以上によれば、被告各記述は、原告各記述に係る原告の著作権を侵害するも25 

のではなく、原告の著作者人格権（氏名表示権、同一性保持権）を侵害するもの



 14 

とも認めることはできない。 

２ 争点２（デッドコピーによる不法行為の成否）について 

 ⑴ 著作権法６条各号所定の著作物に該当しない著作物の利用行為は、同法が規

律の対象とする著作物の利用による利益とは異なる法的に保護された利益を

侵害するなどの特段の事情がない限り、不法行為を構成するものではないと解5 

するのが相当である（最高裁判所平成２１年（受）第６０２号、６０３号同２

３年１２月８日第一小法廷判決・民集６５巻９号３２７５号参照）。 

   これを本件についてみると、被告各記述が、著作物に該当しない原告各記述

を利用したものであるとしても、原告は、著作権法が規律の対象とする著作物

の利用による利益とは異なる法的に保護された利益を具体的に主張するもの10 

ではなく、その他に、本件記録を精査しても、上記にいう特段の事情を認める

に足りない。 

 ⑵ これに対し、原告は、Ｂが原告記述１を読んだ上で被告記述１に及んだこと

などを一応指摘しているものの、著作物の利用による利益とは異なる法的に保

護された利益をいうに足りず、上記判断を左右するに至らない。したがって、15 

原告の主張は、採用することができない。 

３ 争点３（氏名不表示による不法行為の成否）ついて 

  原告は、被告が本件書籍に原告の氏名を表示しなかったことは、書籍の編集や

出版業界の社会通念に照らして著しく非常識な行為であり、不法行為を構成する

旨主張する。しかしながら、原告は、氏名表示に係る上記利益につき、著作権法20 

１９条にいう氏名表示権のほかに、権利又は利益として保護されるべき法令上の

根拠があることを具体的に主張するものではなく、原告の主張は、民法７０９条

に規定する「権利又は法律上保護される利益」を主張立証しないものとして、失

当であるというほかない。したがって、原告の主張は、採用することができない。 

４ 争点４（社内調査結果の不説明による不法行為の成否） 25 

 ⑴ 認定事実 
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   後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実を認めることができる。 

  ア 被告記述１について 

    原告は、令和２年９月頃、朝日新聞社に対し、被告記述１と原告記述１

が類似していることにつき、事情の説明を求める内容の電子メールを送付

した。 5 

    これを受けて、同社の社員であるＣ氏は、同年１０月１日、原告に電話

をし、現在、Ｂの弁護士が経緯について調査中であり、その結果を確認す

るまでは、被告としては原告に伝えるべき情報がない旨回答した。これに

対し、原告は、Ｃに対し、事情は承知したので、何か分かれば連絡をして

ほしい旨伝えたところ、同人は、「はい。」と答えた。 10 

    その後、本件雑誌の発行当時の編集者であった同社のＤ氏が原告に電話

をし、原告が朝日新聞社にした質問内容をＢ本人に示し、同人に事情を確

認したところ、同人の代理人である弁護士から連絡があり、現在事実経緯

も含めて調査中であるという説明を受けており、調査が終わり次第また連

絡を受けることになっていることのほか、弁護士から連絡があれば、原告15 

に対し再度必ず連絡をすることを伝えた。 

    （以上につき、甲１０、弁論の全趣旨） 

  イ 被告記述２について 

    原告は、令和２年７月２０日頃、被告に電子メールを送り、被告記述２

と原告記述２が類似していることについて、その事情を説明するよう要望20 

した。 

 これを受けて、被告の担当者は、同月３０日、原告に電話をし、現在被

告において、どのような法的な問題が存在するのかを精査している状況で

あり、Ｂにも経緯を確認してからでないと原告に対する正式な回答をする

ことは難しいことを告げた。これに対し、原告が定期的に進捗状況を知ら25 

せてほしい旨希望を伝えると、同担当者は「わかりました。」と答えた。 
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 その後、被告は、同年９月１４日付けで、原告に対し、Ｂから複数回に

わたり執筆経緯を確認し、社内でも記述内容を検討した結果、問題が解決

に至るまで、本件書籍の出庫を見合わせるとともに、電子書籍の販売を停

止する旨記載された回答書を送付し、その後、原告は同回答書を受領した。 

     （以上につき、甲５、９、弁論の全趣旨）、 5 

 ⑵ 不法行為の成否 

   原告は、原告各記述と被告各記述が類似していることに関し、被告に対し、

事情の説明を求めたところ、被告が調査の上回答する旨約束しておきながら、

その後調査結果について説明をしなかったことは、社会通念に照らして著しく

不適当であり、不法行為を構成する旨主張する。 10 

   しかしながら、前記認定事実によれば、被告記述１に関して原告が約束した

と主張する相手は、被告とは異なる別会社であるから、上記約束を前提とする

原告の主張は、そもそもその前提を欠く。そして、上記約束の内容も、弁護士

から連絡があれば被告に連絡する旨のものにとどまるのであるから、原告主張

に係る被侵害利益とは、訴外会社から連絡を受けることができる旨の事実上の15 

期待にすぎず、これが民法７０９条にいう「法律上保護されるべき利益」に該

当するものといえない。 

他方、被告記述２に関して原告が約束したと主張する相手は、被告ではある

ものの、前記認定事実によれば、被告は、原告からの要望を受け、まずは、本

件書籍の著書であるＢに事情を確認した上でなければ、原告に対する正式な回20 

答ができない旨を電話で伝えて原告の了解を得た上、その後、被告は、実際に、

Ｂに対する事情確認を経た上で問題が解決されるまでの間、本件書籍の出庫や

電子書籍の販売を停止する旨の判断を行い、その結果を書面で正式に原告に回

答したことが認められる。 

これらの事情の下においては、原告主張に係る約束が成立していたとしても、25 

被告はこれを履行したものと認めるのが相当であり、その他に、本件全証拠に
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よっても、不法行為が成立するような事情をうかがうことはできない。 

したがって、原告の主張は、採用することができない。 

 ５ その他 

   その他に、原告提出に係る準備書面及び証拠を改めて検討しても、上記にお

いて説示したところに照らし、原告の主張は、前記判断を左右するに足りず、5 

原告の主張は、いずれも採用することができない。 

第４ 結論 

よって、原告の請求は理由がないから、これらをいずれも棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

 10 
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（別紙）著作物対比表 

 原告記述 被告記述 被告の主張 

１Ａ 原資の確保であれば元本の

回収がなにより重要だ。とこ

ろが、日本育英会から独立行

政法人に移行した〇四年以

降、回収金はまず延滞金と利

息に充当するという方針を頑

なに実行している。一〇年度

の利息収入は二百三十二億

円、延滞金収入は三十七億円

に達する。これらの金は経常

収益に計上され、原資とは無

関係のところへ消えている。 

原資の確保を優先するの

であれば、元本の回収が何

より重要なはずであるが、

日本学生支援機構は０４年

以降、回収金はまず延滞金

と利息に充当する方針を続

けている。１０年度の利息

収入は２３２億円、延滞金

収入は３７億円に達する。

これらの金は経常収益に計

上され、原資とは無関係の

ところに行っている。 

原告記述１Ａと被告記述１Ａとでは、①奨学金の原資を確保するの

であれば、元本の回収が何より重要であること、②日本学生支援機構

は２００４年以降、回収金をまず延滞金と利息に充当するという方針

をとっていること、③日本学生支援機構の２０１０年度の利息収入は

２３２億円、延滞金収入は３７億円に達し、これらの金は経常収益に

計上され、原資とは無関係のところに充てられている、との点が共通

している。 

しかし、これらの共通点のうち、①は、選択記事（甲１－１）が公

表される前からすでに問題になっていた奨学金の金融化事業につい

ての一般的な考察であって、思想又はアイデアに属するものである。

また、②と③は、奨学金の回収方法や日本学生支援機構の収支に関す

る事実又はそれに係る評価であり、③の後段の、回収された金と奨学

金の原資との関係についての評価も、奨学金の金融事業化についての

一般的な考察として思想又はアイデアに属するものであって、原告記

述１Ａと被告記述１Ａとでは、思想又は感情の創作的な表現ではない
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部分において同一性を有するにすぎない。また、①ないし③の記述順

序は同一であるが、その記述順序自体は独創的なものといえず、文章

の分量も短く簡潔で、表現も特徴のないありふれたものであり、原告

記述１Ａと被告記述１Ａは表現上の創作性が認められない部分にお

いて同一性を有するにすぎない。 

 

１Ｂ この金の行き先のひとつが

銀行であり、債権管理回収業

者（サービサー）だ。一〇年度

期末で民間銀行からの貸付残

高はざっと一兆円。年間の利

払いは二十三億円。また、サ

ービサーについては、同年度

で約五万五千件を日立キャピ

タル債権回収など二社に委託

し、十六億七千万円を回収、

そのうち一億四百万円が手数

この金の行き先の一つが

銀行で、もう一つが債権回

収専門会社である。１０年

度期末で民間銀行の貸付残

高は約１兆円で、年間の利

払いが２３億円である。同

年度、債権回収約５万５０

００件を日立キャピタル債

権回収株式会社など２社に

委託し、１６億７０００万

円を回収していて、そのう

原告記述１Ｂと被告記述１Ｂとでは、①回収された金の行き先の一

つが銀行であり、債権管理回収会社（サービサー）であり、２０１０

年度期末で民間銀行からの貸付残高が１兆円、年間の利払いが２３億

円であること、②サービサーについては、同年度で約５万５０００件

を日立キャピタル債権回収など２社に委託し、１６億７０００万円を

回収し、そのうち１億０４００万円が手数料として払われているこ

と、との点が共通している。 

しかし、これらの共通点は、いずれも奨学金の回収方法や日本学生

支援機構の収支に関する事実又はそれに係る思想もしくはアイデア

であり、原告記述１Ｂと被告記述１Ｂは、思想又は感情の創作的な表

現でない部分において同一性を有するにすぎない。また、①、②の記
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料として払われている。 ち約１億４００万円が手数

料として支払われている。 

述順序は同一であるが、この記述順序自体は独創的なものとはいえ

ず、文章の分量は短く簡潔で、表現も特徴のないありふれたものであ

り、原告記述１Ｂと被告記述１Ｂは表現上の創作性が認められない部

分において同一性を有するにすぎない。 

 

２Ａ 日本学生支援機構の会計資

料によれば、２０１０年度の

利息収入は２３２億円、２０

１１年度２７５億円、２０１

２年度３１８億円。延滞金収

入は２０１０年度３７億円、

２０１１年度が４１億円、２

０１２年度４３億円と増加傾

向にあります。 

日本学生支援機構の会計

資料によれば２０１０年度

の利息収入は２３２億円、

延滞金収入は３７億円、２

０１４年度の利息収入は３

７８億円、延滞金収入は４

１億円と増加傾向にありま

す。 

原告記述２Ａと被告記述２Ａは、①日本学生支援機構の会計資料に

よれば、２０１０年度の利息収入は２３２億円であること、②同年度

の延滞金収入は３７億円であること、③延滞金収入が増加傾向にある

こと、との点が共通している。 

しかし、これらの共通点は、いずれも日本学生支援機構の収支に関

する事実であって、原告記述２Ａと被告記述２Ａとは、思想又は感情

の創作的な表現でない部分において同一性を有するにすぎない。ま

た、①ないし③の記述順序は同一であるが、その記述順序自体は独創

的なものではなく、文章も簡潔で表現も特徴のないありふれたもので

あり、原告記述２Ａと被告記述２Ａは表現上の創作性が認められない

部分において同一性を有するにすぎない。 
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２Ｂ 利息・延滞金で年間３６０

億円（１２年度）もの収入で

す。そして、日本学生支援機

構の説明によれば、これらの

お金の行き先は「経常収益」、

つまり「儲け」に計上されて

います。特に延滞金のほとん

どは「雑収入」です。つまり、

延滞金の回収にいくら励んだ

ところで「原資」とは何の関

係もないのです。 

利息と延滞金で年間４１

９億円（２０１４年度）もの

収入です。そして日本学生

支援機構の損益計算書を見

ると、これらのお金の行き

先は「経常収益」、つまり「儲

け」となっています。これで

は、延滞金をいくら回収し

ても、次に借りる学生の奨

学金の「原資」にはならない

のです。 

原告記述２Ｂと被告記述２Ｂは、①利息、延滞金で年間数百億円の

収入があり、日本学生支援機構の説明によれば、これらのお金の行き

先は「経常収益」、つまり「儲け」とされていること、②延滞金の回収

をしても、奨学金の「原資」にはならないこと、との点が共通してい

る。 

しかし、これらの共通点のうち、①は、日本学生支援機構の収支に

関する事実であり、②は、既に問題になっていた奨学金の金融事業化

についての一般的な考察であり、思想又はアイデアに属するものであ

って、原告記述２Ｂと被告記述２Ｂとは、思想又は感情の創作的な表

現でない部分において同一性を有するにすぎない。また、①、②の記

載順序は同一であるが、その記述順序自体は独創的なものではなく、

文章も簡潔で表現も特徴のないありふれたものであり、原告記述２Ｂ

と被告記述２Ｂは表現上の創作性が認められない部分において同一

性を有するにすぎない。 

 

２Ｃ むしろ、延滞金に固執すれ

ば原資の回収は遅れます。回

よく考えれば、延滞金に

固執すればするほど、元金

原告記述２Ｃと被告記述２Ｃでは、①延滞金に固執すれば原資の回

収は遅れるが、これは、回収金をまず延滞金と利息に充当するという
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収金はまず延滞金と利息に充

当するという方針を実行して

いるからです。もし、本当に

原資を回収して不良債権を減

らしたいというのであれば、

元金から回収すべきです。 

の回収は遅れます。回収金

は、まずは延滞金と利息に

充当するという方針を実行

しているからです。もし、こ

れからの学生が借りる奨学

金の原資を何よりも優先し

て確保したいのであれば、

元金から回収すべきです。 

方針を実行しているからであること、②もし、本当に原資を回収した

いのであれば、元金から回収すべきであること、との点が共通してい

る。 

しかし、①は、日本学生支援機構の奨学金の回収方法に関する事実

又はそれに係る評価であり、また①、②のいずれも、すでに問題にな

っていた奨学金の金融事業化についての一般的な考察の域を出るも

のではなく、思想又はアイデアに属するものであって、原告記述２Ｃ

と被告記述２Ｃとは、思想又は感情の創作的な表現でない部分におい

て同一性を有するにすぎない。また、①、②の記述順序は同一である

が、その記述順序自体は独創的なものではなく、文章も簡潔で表現も

特徴のないありふれたものであり、原告記述２Ｃと被告記述２Ｃは表

現上の創作性が認められない部分において同一性を有するにすぎな

い。 

 

２Ｄ それをしないのは、「利益」

こそが回収強化の真の狙いだ

からではないでしょうか。な

それを行わないのは、延

滞金と利息による「利益」こ

そが、回収強化の狙いにな

原告記述２Ｄと被告記述２とＤは、①それ（元本からまず回収する

こと）をしないのは「利益」こそが回収強化の狙いであるという記載

部分が共通しているが、共通部分の文章自体が極めて短く、同部分に
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お、２０１２年度の総利益は

３９億円、純資産は前年度２

９億円増の５６１億円です。 

っているように見えます。 筆者の何らかの個性があるとはいえず、また、この箇所をその前の箇

所とあわせて検討しても、その内容は、原告ルポが発行、公表される

前からすでに問題になっていた金融事業化についての一般的な考察

の枠を超えるものではなく、思想又はアイデアに属するものであるか

ら、原告記述２Ｄと被告記述２Ｄは表現上の創作性が認められない部

分において同一性を有するにすぎない。 

 

２Ｅ ３６０億円にのぼる延滞金

と利息収入。利息の大半は財

政融資資金という政府から借

りた金の利払いに充てられま

す。「日本学生支援機構債」な

どを発行して債券市場から集

めた資金が財源です。もうひ

とつの金の行き先が、銀行と

債権管理回収業者（サービサ

ー）です。 

年間４１９億円の延滞金

と利息収入のうち、利息の

大半は財政融資資金という

政府から借りたお金の利払

いに充てられます。もう一

つのお金の行き先が、資金

を貸し出している銀行とサ

ービサーです。 

原告記述２E と被告記述２E とは、①数百億円の延滞金と利息収入

があり、利息の大半は財政融資資金という生府から借りた金の利払い

に充てられること、②もう一つの金の行き先が銀行と債権管理回収業

者（サービサー）であること、との点が共通している。 

この共通点は、いずれも日本学生支援機構の収支に関する事実又は

それに関わる思想もしくはアイデアであり、原告記述２Ｅと被告記述

２Ｅは思想又は表現の創作的な表現でない部分において同一性を有

するにすぎない。また、①、②の記述順序は同一であるが、その記述

順序自体は独創的なものではなく、文章も簡潔で表現も特徴のないあ

りふれたものであるから、原告記述２Ｅと被告記述２Ｅは表現上の創
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作性が認められない部分において同一性を有するにすぎない。 

 

２Ｆ ２０１０年度期末で民間銀

行からの借入残高は約１兆円

で、年間の利払いは２３億円

にもなります。２０１１年度

は１８億円、２０１２年度は

１６億円。２０１３年８月現

在の銀行借り入れ残高は４５

８０億円です。また、サービ

サーへの委託状況は次のとお

りです。 

 

銀行からの借入金に対し

多額の利払いが行われ、ま

たサービサーにもお金が行

っています。 

原告記述２Ｆと被告記述２Ｆとは、表現上明らかな共通点があると

いえないが、内容的な共通点は、日本学生支援機構が、銀行からの借

入金に対し多額の利払いを行い、またサービサーにもお金が行ってい

るという点であり、日本学生支援機構の収支に関する事実、すなわち

表現それ自体ではない部分において同一性を有するにすぎない。 

２Ｇ ２０１０年度はエム・ユー・

フロンティア債権回収会社と

日立キャピタル債権回収会社

が延滞債権回収業務を受託。

たとえば２０１２年度の

債権回収業務を担当した日

立キャピタル債権回収株式

会社は２１億９５４５万３

原告記述２Ｇと被告記述２Ｇとの共通点は、２０１２年度の債権回

収業務を担当した日立キャピタル債権回収株式会社が２１億９５４

５万３０８１円を回収し、１億７８２６万円を手数料として受け取っ

たという点であり、原告記述２Ｇと被告記述２Ｇは債権回収会社の実
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エム社が８９３８万円（なお、

訴状別表２・３頁では「（回収

額＝１４億３５３３万２９６

円）」が欠落している）、日立

が１億５２４０万円（同１３

億６０３７万８４５２円）を

売り上げています。２０１２

年度の実績は、エム社の売り

上げ１億３４７１万円（同２

０億３９２７万９４７５円）、

日立が１億７８２６万円（同

２１億９５４５万３０８１

円）です。 

 

０８１円を回収し、１億７

８２６万円を手数料として

受け取っています。 

績に関する事実、すなわち思想又は感情の創作的な表現でない部分に

おいて同一性を有するにすぎない。 

 


